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令和４年度 

第３次向日市男女共同参画プラン推進状況報告書 

 

令和５年８月 

ふるさと創生推進部 広聴協働課 

 

１ はじめに 

男女が性別にとらわれることなく互いの人権を尊重しつつ、社会のあらゆる分野に参画

し、個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、わが国の最重要

課題であると位置づけられており、人権の視点に立った施策を今後とも進める必要があり

ます。 

本市では、平成 13 年度に、第４次総合計画に合わせ平成 22 年度までの「向日市男女共

同参画プラン」（以下「プラン」という。）を策定し、平成 18年３月に向日市男女共同参画

推進条例を制定しました。 

本条例は、本市の男女共同参画の推進に関し、市、市民、事業者等の責務を明らかにする

とともに、男女共同参画の推進に関する施策の基本となる事項を定め、施策を総合的かつ計

画的に推進することを定めたものです。 

令和３年３月には平成 28年３月に改訂した「第２次向日市男女共同参画プラン」の期間

が満了し、昨今の社会経済情勢の変化や、施策の進捗状況、更には市民の皆様のご意見も踏

まえ、「第３次向日市男女共同参画プラン」を策定いたしました。 

本報告書は、条例第12条（年次報告）に基づき、第３次プランの令和４年度実施状況を

調査し進捗状況を取りまとめたものです。 
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２ 令和４年度各課の取り組み実施状況 

 

第３次プラン基本目標 

基本目標Ⅰ 誰もが認め合うまちにしましょう 

（人権尊重・自立意識の育成・暴力の根絶） 

基本目標Ⅱ 誰もが出番と居場所があるまちにしましょう 

（女性と男性のあらゆる分野への参画促進） 

基本目標Ⅲ 誰もが安心安全健康に暮らせるまちにしましょう 

（身近な男女共同参画の推進） 

 

第３次プランは、３つの基本目標、８つの基本課題、20の基本施策から構成されていま

す。さらに、この基本施策を実現するために86の具体的施策を設け、第５章に計画の推進

を掲げ、全庁的に男女共同参画社会の構築に向けた取組を進めることを定めています。 

これら86の具体的施策は、単独又は複数の担当課による実施を定めているものから庁内

全体での実施を定めているものまであり、すべての取組状況について調査を行いました。

実施の有無についての数をまとめると次のとおりとなりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  実施 未実施 計 

基
本
目
標 

Ⅰ 人権尊重・自立意識の育成・暴力の根絶 ５８   ０ ５８ 

Ⅱ 女性と男性のあらゆる分野への参画促進 ４８   ０ ４８ 

Ⅲ 身近な男女共同参画の推進 ３５   ０ ３５ 

合 計 １４１   ０ １４１ 
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また、第３次プランでは計画期間中に重点的に推進する施策を次のとおり設定しています。 

 

重点１ 固定的な性別役割分担意識の解消に向けた市民への働きかけ 

      広報誌、ホームページ、人権研修会、フォーラム、男女共同参画週間における街頭 

   啓発など様々な方法による意識啓発に取り組み、男女共同参画社会の姿をもっと身

近なものとして普及させるとともに、性的役割分担意識の解消に向けての、啓発・学

習の充実を図ります。 
 

重点２ 女性に対する暴力の予防と被害者意識の強化 

      女性に対する暴力は、重大な人権侵害であり､決して許されるものではありません。

女性に対する暴力の根絶に向けて、広く市民に意識啓発を行うとともに、安全・安心

な地域づくりに取り組みます。また、庁内体制の強化を図り、暴力被害に遭った市民

の総合的、計画的な支援体制整備に取り組みます。 
 

重点３ 女性の登用促進 

      女性の登用を促進する環境整備や人材育成を推進するとともに、地域・社会活動団

体における意思決定の場へ女性が参画できるよう、引き続き啓発し、市の審議会等の

女性委員比率 40％の目標達成をめざします。 
 

重点４ ワーク・ライフ・バランスの普及・促進 

     男女がワーク・ライフ・バランスを図り、生涯を通じて充実した生活を送ること  

ができるようにしていくためには、それを実現できる環境をつくることが重要です。

市民や事業者に仕事と育児・介護等の両立に関する意識啓発を進め、男性の家庭生活

への参画が可能となる環境整備の促進を図るとともに、子育てや介護の支援を強化

していきます。また、再就職・起業等にチャレンジする女性への支援を強化します。 

 

３ 重点施策の主な取り組み事業 

重点１ 固定的な性別役割分担意識の解消に向けた市民への働きかけ 

施策

番号 
具体的施策 取組の内容 

1 

一人ひとりの人権が尊

重された地域社会づく

りのため、講座などを

開催し、SOGI（性的指

向、性自認）や性の多

様性も含め、人権尊重

意識を高めるための機

会の確保とその内容の

充実に努める 

講演会を実施した。  

○自分らしく生きよう！いきいきフォーラム「日常生活

から学ぼう ジェンダー論～笑って考える新しい女男

（ひと）のあり方～」 

  固定的な性別役割分担意識について改めて考える内

容であった。子育て世代をターゲットとして実施した

ため、子どもと一緒に参加できるよう工夫して開催し

た。また、開催に向けて市民公募の実行委員と企画・

運営について議論を重ね、男女共同参画や性の多様性

について意見交換を行った。 
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○「平和と人権のつどい」 

事故に遭い、歩くことができなくなってしまった主

人公がパラカヌーとの出会いを通じで希望を取り戻し

ていく内容の映画を上映し、障がいのある方の人権に

ついて考える機会となった。 

○女性に対する暴力をなくす運動関連講座 

「子どもは DVから何を学ぶのか～もうひとりの DV被

害者～」 

○男女共同参画記念週間記念講演会 

「LGBTQ+とパートナーシップの多様性について」 

○男女共同参画講座 

「パパ塾！身体と身近なものを使って遊ぼう！」 

○人権研修会 

「このまちが好きだから～被差別の歴史をもつ地域に

生まれて～」 

○人権研修会 

「性と生を考える ～性差別と性的マイノリティ差別

の交差点～」 

２ 

「広報むこう」や市ホ

ームページなどで男女

共同参画について広く

啓発し、情報の提供に

努める 

「広報むこう」、ホームページ、公式 LINE、インスタグ

ラム、市内回覧文書において、各事業（講演会等）や

男女共同参画週間を啓発し、プランの実施状況や男女

共同参画審議会報告書については、ホームページにて

内容を掲載するなど、男女共同参画について広く啓発

し、情報提供に努めた｡また、多くの方が往来される女

性活躍センター前において、男女共同参画に関するポ

スターの掲出や月ごとに男女共同参画に関するテーマ

を決め壁画にして、情報発信に努めた。 

３ 

市内で活動を行ってい

る団体について、男女

共同参画の視点を反映

するよう働きかける 

○女性団体懇話会、女性活躍センター登録団体に対し、

講演会のお知らせや男女共同参画に関する情報発信を

行った。 

○女性活躍センターの団体登録時において、男女共同参

画について周知するよう努めた。 

４ 

SNSの特性を理解し、

性や暴力などの情報を

適切に判断し、対処で

きるよう、情報提供を

行う 

SNSやインターネットによる誹謗中傷、DV、いじめなど

人権相談に関する内容が記載されたポスターやチラシを

掲示・配架し啓発に努めた。 

 

５ 

広報をはじめとする市

の刊行物における表現

について、表現ハンド

ブックを活用し、人権

尊重の視点やジェンダ

ーの視点から点検する 

案内チラシやポスターを作成する場合は、固定的な表

現となっていないか、表現ハンドブックを活用し、男女

共同参画の視点から点検するよう努めた。 
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市民への啓発については、講演会や広報誌、ホームページ等で実施いたしました。講演

会については、参加される方は女性が多く、年齢層にも偏りがあるのが実情です。幅広い

層にも参加してもらえるよう、また、男女共同参画社会に関する情報に触れることができ

るよう周知・啓発に取り組み、男女共同参画社会への理解の促進を図る必要があります。 

  

重点２ 女性に対する暴力の予防と被害者意識の強化  

施策

番号 
具体的施策 取組の内容 

20  

女性に対する暴力が犯

罪にも該当する許され

ない行為であることを

広く啓発するととも

に、配偶者暴力防止法

やストーカー規制法な

ど、女性の人権を守る

法律・制度についての

周知を行う 

○女性に対する暴力をなくす運動期間について、広報誌

に掲載し、市内のボランティア団体にパープルリボン

作品の協力依頼を行い、女性活躍センターや自分らし

く生きよう！いきいきフォーラムにおいて、パープル

リボン展を開催した。 

○ホームページにおいて、DVは人権を著しく侵害する重

大な問題であることや DV防止法改正など掲載した。ま

た、DV予防ハンドブックを各施設に配架し、DVに悩ん

でいる被害者に対して、必要な情報を提供するととも

に、被害者に出会った時の適切な助言や支援の参考と

なるよう周知に努めた。 

○住民異動等の受付や各種戸籍の届出の時、又は年金相

談等の中で、必要に応じ制度の説明を行い、周知した｡ 

○相談者の状況に応じて関連する法令や制度について説

明し、適用できそうなときは具体的な案内を行い、周

知を図った。また、内容によっては、女性相談員が対

応した。 

21 

若年層に対するデート

DVに関する予防啓発を

推進する 

○市内中学３年生に対して、デート DVに関するチラシを

配布し、若いカップル間にも DVが起こることを周知し

た。また、DV・デート DV記載の DV防止ハンドブック

を各施設に配架することで、DVやデート DV 予防の啓発

に繋がった。さらに、ホームページにデート DVについ

て掲載し、より多くの方に向けて周知を行った。 

○デート DVに関する啓発資料を活用し、中学校の 2年生

でその予防に向けた学習を実施した。 

22 

雇用の場や教育・保育

及び公共施設、地域な

ど様々な場におけるセ

クシュアル・ハラスメ

ントを含むあらゆるハ

ラスメントの防止につ

いて周知するとともに

意識啓発を行う 

○関係機関から送付されたハラスメントについてのチラ

シやポスターを、窓口や女性活躍センターにおいて掲

示し啓発を行った。 

○各ハラスメントに関する相談や苦情に対応するため、

外部相談窓口を設置し、職員向けに周知を行った。ま

た､管理職向けのメンタルヘルス研修の中で、各ハラス

メント防止についての研修を行った。 

○各ハラスメントに関する相談があった際は、地域にお

いて気軽に相談できる最初の窓口として、民生・児童

委員が、地域で困難を抱えている人に気づき、適切な

相談機関につなげることができるようにしている。ま
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た相談内容や状況に応じて、地区担当が男性の民生・

児童委員でも女性委員が同行するサポート制度を導入

し、臨機応変に対応した。 

○学校では校長会議において、各ハラスメント行為の防

止を周知するとともに、学期ごとに各学校の教職員向

けに文書で通知し啓発した 

○向日市商工会と連携し、ハラスメント防止や周知を行

った。 

 

○女性のための相談 (平成 13年６月から月１回で実施、平成 21年度から月２回に変更) 
  

年度 平成 21

年度 

平成 22 

年度 

平成 23 

年度 

平成 24

年度 

平成 25

年度 

平成 26

年度 

平成 27

年度 

平成 28

年度 

平成 29

年度 

相談件

数(内 DV

件数) 

３６ 

(１０） 

４８ 

(２４） 

５６ 

(２４） 

５６ 

(３１） 

５７ 

(２５） 

５６ 

(１１） 

５０ 

(３４） 

４４ 

(２６） 

５１ 

(２９） 

 平成 30

年度 

令和元

年度 

令和２

年度 

令和３

年度 

令和４ 

年度 

    

 ５３ 

(３５） 

３８ 

(１７） 

４５ 

(２３） 

５３ 

(３５） 

４２ 

(２３） 

    

 
配偶者や恋人等からの暴力（ＤＶ）にかかる相談については、顔見知りの多い地元では

相談しにくいと考えられることから、平成 16年４月より、京都府南部４市（京田辺市、

城陽市、八幡市、向日市）と「女性のための相談窓口」を相互に利用できるよう連携を図

っています。 
 

【令和４年度相談状況】 

相談件数  ４２ 件（内 ＤＶ関係 ２３件） 

相談内容  親子・家庭 ７件、 夫婦関係 １６件、 生き方 １４件、  

こころ ３件、からだ １件、人間関係 １件、暮らしの悩み ０件 

相談者の年齢 ２０歳代 １件、３０歳代 １件、４０歳代 ７件、 

５０歳代 ２９件、６０歳代 １件、７０歳代 ３件 

 

相談内容は、多岐にわたりますが、中でも令和４年度は、夫婦関係の悩みが多く、ま

た、DV 相談者の年齢については、23 件中 17 件が 50 歳代となっています。自分が DV の

被害者であることに気がつかないケースもあるので、まず、自分自身が DV の特徴につ

いて知る、気づく、理解することが大切であり、相談を必要とされている方が利用しや

すいようにしていくことがとても重要です。 

そのためにも、ホームページにおいて、相談機関を周知する他、京都府の家庭支援総合

センターや男女共同参画センター等、他機関で実施している相談事業も案内し、選択でき
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るようにしています。また、名刺型の相談案内カードを公共施設に設置するなど、相談の

周知にも努めているところです。 

 

 

女性に対する暴力が犯罪にも該当する許されない行為であり、重大な人権侵害である

ことを広く啓発するように努めていますが、まだまだ、自分が受けている行為を DV だと

認識していない方もいることを念頭におき、継続して取り組む必要があります。 

 

 

重点３ 女性の登用促進 

施策

番号 
具体的施策 取組の内容 

37 

女性職員の職域拡大と

管理監督者への登用を

促進するため、女性職

員が多様な経験を積む

ことのできる人事配置

や職員研修の充実を図

る 

人事異動において、管理・監督職への女性職員を登用

し、また将来の管理・監督職を養成できるよう配慮しな

がら、人員配置を行った。また、管理・監督者を対象に

行った各研修への女性職員の参加促進を図った。 

 

 

38 

女性の管理監督者登用

のため、女性活躍推進

法に基づく特定事業主

行動計画を推進する 

向日市人材育成基本方針に基づき、管理・監督者向け

研修や外部で開催される研修等への女性職員の参加促進

を図った｡ 

39 

男女共同参画の視点を

反映した職員採用を行

う 

男女共同参画による豊かな地域づくりの担い手となる

女性職員を育てるため、令和４年度は、女性職員を一般

任期付職員及び常勤任期付職員を含む 25名中 15名採用

した。 

 

○ 向日市女性職員の管理監督職者への登用状況 

職 名 
平成 15年４月１日 令和４年４月１日 令和５年４月１日 

総数 女性 比率 総数 女性 比率 総数 女性 比率 

部長､副部長 14 1 7.14% 14 4 28.57% 14 4 28.57% 

課長､主幹 37 3 8.11% 51 14 27.45% 51 14 27.45% 

副課長 32 8 25.00% 21 15 71.43% 20 15 75.00% 

係長 71 13 18.31% 70 28 40.00% 79 33 41.77% 

管理監督職数 154 25 16.23% 156 61 39.10% 164 66 40.24% 
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内閣府男女共同参画白書令和４年度版によりますと、国家公務員の地方機関課長・本省

課長補佐相当職、本省課室長相当職及び指定職相当に占める女性の割合は、令和３年７月

現在で、13.3％、6.4％、4.2％。地方公務員においては、本庁課長補佐相当職、本庁課長

相当職、本庁部局長・次長相当職に占める女性の割合は、令和３年４月現在、都道府県

で、21.3％、13.0％、7.4％、市町村で 29.7％、18.4％、10.7％となっています。 

 

○ 向日市立小・中学校管理職女性比率 

 
平成 15年４月１日 令和４年４月１日 令和５年４月１日 

総数 女性 比率 総数 女性 比率 総数 女性 比率 

小学校校長 ６ １ 16.67% ６ １ 16.67% ６ １ 16.67% 

教頭 ６ １ 16.67% ６ ４ 66.67% ６ ４ 66.67% 

中学校校長 ３ ０ 0% ３ ０ 0% ３ ０ 0% 

教頭 ３ ０ 0% ３ ０ 0% ３ ０ 0% 

  １８ ２ 11.11% １８ ５ 27.78% １８ ５ 27.78% 

 

○ 向日市職員の採用の女性比率 

平成 30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 

92.3％ 72.7％ 71.4％ 81.0％ 60.0％ 
 
 

内閣府男女共同参画白書令和４年度版によりますと、令和３年４月現在の国家公務員採

用試験からの採用者の女性の占める割合は、37.0％、令和２年度の都道府県では､38.5％､

向日市では、性別に関係なく公平に採用し、令和４年度では、60.0％となっています。 

 

○ 向日市の審議会等における女性委員の参画状況 

審議会・委員会等の女性委員の登用の目標値（40％） 

女性委員の比率 令和３年度 33.85％、令和４年度 34.24％、令和５年度 33.72％ 

 向日市の審議会等総数     ５９ 

女性委員がいない審議会    １２（20.34％） 

 女性委員が４０％未満の審議会 ４０（67.80％） 

 

内閣府男女共同参画白書令和４年度版によりますと、国の審議会等における女性委員の

割合は、令和３年９月現在、42.3％、令和３年度の都道府県では、33.4％、市区町村で

は、27.6％となっています。 
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市職員においての、女性管理監督職の割合は、平成 15 年 16.23％から令和５年は、

40.24％となり、また、令和４年と比べ 1.14 ポイント上昇しました。 

その内、部長・副部長の割合においては、平成 15 年 7.14％から令和５年は、28.57％

と、さらに増加しており、市町村平均の 10.7％より高い割合となっています。 

 しかし、国際比較をみると、諸外国では概ね 30％以上となっていますが、日本は、令

和３年は 13.2％となっており、諸外国に比べて低い水準になっています。 

 市女性職員の採用等については、ここ数年、圧倒的に男性より女性が多く、ここ５年間

では６割を下回ることはなく、令和４年度においては、60.0％であり、国家公務 37.0％､

都道府県 38.5％と比較しても非常に高い割合といえます。 

 民間企業については、上位の役職ほど女性の割合が低い状態であり、民間企業に波及さ

せるためにも、引き続き、市職員の女性管理職や女性職員採用の割合を高めることは必要

であります。 

 また、審議会等における女性委員の参画状況は、令和５年度、33.72％と目標の 40％には

達成しておりません。国の 42.3％と比較してもその割合は低く、女性委員の参画について、

庁内においてさらに周知を図るとともに、多様な意見が市政に反映するためにも、女性が

委員に就任するにあたって躊躇することのないよう、地域における男女共同参画意識をい

かに高めていくかが課題であります。 

 

重点４ ワーク・ライフ・バランスの普及促進 

施策

番号 
具体的施策 取組の内容 

45 

 

女性の再就職やチャレ

ンジを支援する支援機

関や講座などについて

の情報提供を行う 

○女性の再就職やチャレンジを支援するため、女性活

躍センターあすもあのホームページにおいて、マザ

ーズジョブカフェや京都ジョブパークのリンクバナ

ーを貼り付け、情報提供を行った。また、年４回実

施の女性応援セミナーを広報誌や LINEなどを活用し

て広く周知した。 

○生活保護受給者など就労支援が必要な方に対し、就

労支援担当者が対応し、関係機関と連携して女性の

再就職やチャレンジの支援に関する情報の提供を行

った。また、新型コロナウイルス感染症生活困窮者

自立支援金の支給等も男女の区別なく市社会福祉協

議会と連携して行った｡ 

47 

女性が幅広い職種・業

務へ進出できるよう、

女性の就労や起業をテ

ーマにした講座や再就

職準備講座、パソコン

教室の開催など、能力

開発のための研修機会

を提供する 

○女性のエンパワーメント推進のため、女性活躍センタ

ーにおいて、様々なテーマで講演会を開催し、女性の

就労や起業に繋がる機会を提供した。 

○向日市商工会において、性別や年齢関係なく参加でき

る「創業塾」を開催し、起業に必要な知識を学べる機

会を提供した。 
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51 

男性の家事、育児、介

護への参画を促進する

ため、男性の育児・介

護休業制度についての

啓発や、男女がともに

家庭生活において責任

を持てるよう、講座な

どを通じ意識啓発を図

る 

○自分らしく生きよう！いきいきフォーラム「日常生活

から学ぼう ジェンダー論～笑って考える新しい女

男（ひと）のあり方～」を開催し、固定的な性別役割

分担意識について改めて考えるきっかけとなる講演

会を実施した。 

○男女共同参画講座「パパ塾！身体と身近なものを使っ

て遊ぼう！」を開催し、実際に体を動かしながら、子

どもとの遊び方や男性の育児について、学ぶ機会を提

供した。 

○家庭教育講座を開催し、親はもとより祖父母、地域住

民が日常生活の中で、身近に育児の支援が行えるよう

に学ぶ機会を提供した。 

52 

男性のための相談に関

する情報の収集及び提

供を行う 

○令和３年度から、男性のための相談事業を実施して

おり、広報誌に加えて LINEも活用し広く周知を行っ

た。また、他機関で実施している、相談事業につい

ても、必要な方に情報提供できるよう体制を整えた｡ 
 

○ 向日市職員の育児休暇取得率  

 平成 30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 

男性 6.7％ 25.0％ 6.3％ 45.5％ 83.3％ 

女性 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

内閣府男女共同参画白書令和４年度版によると、令和２年度の男性の育児休業取得率

は、国家公務員 29.0％、地方公務員 13.2％、民間企業 12.65％となっています。 

 

○ 男性のための相談について 

令和３年４月から、毎月第１金曜日の午後７時から午後８時 30分に男性カウンセラー

による電話相談事業を開始。男性が、仕事や夫婦関係、健康、性、自身の生き方などで

の悩みについて、相談できるよう行っています。 
 
【令和４年度相談状況】 

相談件数  ５ 件 

相談内容  夫婦関係 ２件、 仕事上の問題 ２件、親子・家庭 １件 

相談者の年齢 30歳代 ２件、50歳代 ２件、60歳代 １件 

 

 

 

 

 

 



 - 11 - 

 

 民間企業、国家公務員、地方公務員について、近年、男性の育児休業取得率は上昇して

おり、国家公務員の一般職については、51.4％ともっとも高い状況です。市職員の育児休

業取得率においても、女性 100％と比べると男性は低いものの、平成 29 年０％に比べて､

令和４年は 83.3％と大幅に増加しており、男性が育児休業を取得しやすい環境が整いつ

つあります。引き続き、男性が子育てへの参画が可能となるよう、職場全体の理解を深め

るとともに、効果的に機能する職場づくりを続けていく必要があります。 

 また、男女がワーク・ライフ・バランスを図れるよう、女性のための相談に加え、男性

のための相談事業を令和３年度開始しましたが、昨年度と比べると２件増加したものの、

男性の相談件数が５件と少ない状況です。多くの市民の方に各事業を知っていただけるよ

う、より一層周知・啓発に取り組み、支援が必要な方に情報が届けられるようにしていく

必要があります。 

 

 

 


